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  企業家活動が国民経済に「なに」をもたらしているのか、企業家活動が活発に行わ
れるのは「なぜ」なのか、などの問題にっいては、経済学や社会学および心理学など
の分野で多くの議論が重ねられてきた。しかし、企業家活動が「いかに」行われてい
るかの問題は、経営学の中の一部の研究を除けば、依然としてブラックボッ
クス 状態 のま まであ る。 企業 家活 動を遂 行す るためにはどうすればよいの
か、いかなる手段に頼って、いかなるプロセスを経て企業家活動が行われているのか、
といったような問題意識が本研究の全体を貫いている。
  このような問題意識から出発する本研究は、企業家活動をその最も典型的な発現形
態であるべンチャー企業の事業創造プロセスのなかで捉らえ、既存研究の成果および問
題点を踏まえナょがら、以下の3っのプロセスに研究の焦点を絞り、ケーススタディを
通じて分析を行った。

1)

2)企業家活動は、多様な社会的な関係を通じた事業創造のプロセスである。企
    業家の中核活動である組織コア能カの蓄積と応用は組織内部で行われる閉じ
    た活動ではなく、一定の社会ネットワーク関係の中で行われる。そこで、
    我々はネットワーク論の視点を導入することによって、企業家が事業創造プ
    ロセスの推移とともに、多様なネットワーク関係をダイナミックに組み替え
    ていくプ口セスを解明した。

3)企業家活動は、社会との相互作用の中で新しい事業を社会に受け入れ、展開
    させていくプロセスである。ネットワーク関係を通じて組織のコア能カがコ
    ア製品に応用され、市場に導入される。しかし、そのコア製品が、新しい事
    業の先駆的な存在として社会に定着できるか否かは、企業家の市場における
    戦略的ナょ活動にかかる。我々は既存の戦略論の分析概念を取り入れることに
    よって、コア製品をいかに意味付けるかの認知の準拠枠組みを市場に提供す
    るに当たって、企業家が事業コンテクストを形成することの重要性を明らか
    にした。

  以上の分析結果から、我々は、企業家の中核活動として「
「企業家のネットワ―キング活動」および「企業家の戦略
念を抽出することができた。そして上記の3つの概念を基
ることによって、従来大掴みにしか把握できなかっ′た事業
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学位論文審査の要旨

主査  教授  眞野  脩
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学 位 論 文 題 名

企業家活動と事業創造のプ口セス

  本論文は、ベンチヤー企業の事業創造のプロセスの実証分析を通じて企業家活動を経

営学的に検討し、企業家活動に関する経営学的理論の構築をめざした意欲的研究である：

これまで企業家活動に関する研究は、経済学、社会学、心理学など多様な学問分野で行

われてきたが、これらの研究の多くは企業家活動が経済や社会に与える影響や企業家の

動機やバックグランドに関する研究が中心となっており、企業家活動が具体的にどのよ

うに展開されているかについては依然とレて理論的に未整備の領域となっている。曽氏

の研究は、このような研究領域に対して経営学の分野で新たに展開されてきた組織学習

の理論、ネットワーク理論、戦略諭の知識在庫を基礎に、企業家活動に対する新たな統

合的視点を与える理論的なフレームワークを提供しようとする先駆的研究である。な

お 、本論文は、 全体で7つの章（序論と結論を含む）から構成され、A4版で108

頁にまとめられている。

  本論文は大きく3っの部分から構成されている。第1章から第3章までの既存の研究

のサーベイを含む問題提起の部分、第4竃から第6章までのケーススタディに基づく企

業家活動理論の展開の部分、そして第7章の結論の部分である。以下、本論文の要旨を

紹介する。

  第1．章（序論）では、企業家活動の社会的意義が指摘され、企業家活動の解明に向け

ての問題提起がなされている。本研究における曽氏の問題関心は、上述のように企業家

活動の具体的な展開過程を、その最も典型的な発現形態であるべンチヤー企業の事業創

造プロセスの分析を通じて解明することおよびこのような企業家活動のケーススタディを

通 じ て 新 た な 企 業 家 活 動 の 理 論 の 構 築 の 可 能 性 を 探 る こ と で あ る 。

  第2章では、主とレて経営学の分野における企業家活動の既存の研究のサーベイが行

われている。曽氏は、経営学における企業家活動の研究は大別して特に戦略論の分野で



展開されてきた大企業での新規事業開発の研究（バーゲルマン、カンターなど）と独立

ベンチヤーによる事業創造の研究があると指摘する。さらに氏は、後者の研究を3っの

タイプに分類し、それぞれ「創業モデル」、「段階モデル」、「促進モデル」と呼ぶ。

  続く第3章において、上iその3っのモデルの問題点が指摘され、本研究の理論的枠組

みが提示されている。第1の問題点は、「企業家」と「起業家」が区別されていないっ

第2に、企業家が社会的な支援をいかに活用していくかの視点が欠如している。第3に、

新しい事、業が社会に受け入れられていくために企業家と社会との間で展開される相互作

用のプロセスが明らかでない。以上の問題点を踏まえ、氏は企業家活動を「多様な社会

関係の中で組織的なイノベーションを通じて社会に新しい情報や価値を提案するための

事業創造のプロセス」と定義し、学習活動、ネットワ―キング活動、戦略的事業展開活

動 か ら 構 成 さ れ る 氏独 自 の企 業 家活 動 の分 析フ レ ーム ワ ーク を 提示 す る。

  第4章が、企業家の学習活動に関するケーススタディを展開している部分である。氏

は本章において組織学習の理論に基づいてシステムハウスのBUGのケーススタディを行

ない、組織コア能カの蓄積とコア製品への応用が事業創造プロセスの中核活動であること

を明らかにしている。

  それでは組織コア能カの蓄積と応用がどのような要因によって影響を受けているか：

それを検討レているのが第5章である。本章で氏は、ネットワーク諭の視点を導フヽする

ことによって、企業家が事業を創造するプロセスの中で多様なネットワーク関係を組み

替えていくことを、優佳良織の事業創造のケーススタディを通じて明らかにしている；

  第6章は、企業家が社会との相互作用を行いながら新しい事業を社会に定着させてい

くプロセスを人材派遣業のパソナのケーススタディを通じて検討している部分である。

氏は 、 この な かで 新 規事 業が市場 に導入され、そ れが首尾よく 社会的に定着

していくか否かは市場における企業家の戦略的活動に依存するとし、特にそのなかで事

業コンテクストの形成を重視している。

  そして最後の第7章において、以上のような分析結果のまとめと理論的、実践的合意および

今後の課題が示されている。まず、理論的含意としては、企業家活動を本研究のように組織学

習活動、ネットワーキング活動、戦略的事業活動という統合的な視点から捉えることによって

従来の研究では明示的に考察することができなかった企業家活動の重要な側面を分析すること

ができたことである。それによって、実践的含意にっいても次のような新たな提言を行うこと

ができる。企業家の組織学習活動からの実践的合意としては、コア能カの蓄積と利用のプロセ

スにおいて要求される学習能カが異なることから、企業家活動を促進するためには企業家の連

結役割が重要となるということである。次に企業家のネットワーキング活動からの合意として

は、醸成、構想、実行の各段階でネットワーキングの内容を組み替えていくことの必要性が指

摘された。最後に企業家の戦略的活動からの実践的示唆としては、コア製品を意味づける認知

の準拠枠組みをいかに提供できるかがポイントであり、事業コンテクストの形成が極めて重要

な意味を持っていると主張している。そしてそのために実行できる方法としてtま、直接的には

広告、キャンペーン、イベントがあり、関節的にはパブリシティーという方法が存在すると述
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べている。今後の課題としては、第1に分析枠組みと現実との間に生じる差異を発見し、
その原因を追求し、分析枠組みの改善を図ることである。第2に、複数のべンチヤ一企
業のケースによる比較研究を行い、異なるパターンを識別する。第3として、大量サン

プ ルによ る体 系的な 仮説検証を試みることの必要性が指摘されている。

  以上のような要旨によって構成されている本論文について、審査委員会の評価は以下

の通りである。
  （1）問題意識が極めて明確であり、また問題の設定も適切でそれゆえ論文全体の統

一性がとられている。
  （2）本論文の分析枠組みは曽氏独自のものであり、この分析枠組みを用いたケ―ス
スダディによってこれまで明らかではなかった企業家活動の重要な側面が分析されてお

り、審査委員会で高く評価された。

  審査委員会で指摘されたことは、特にケーススタディの方法に関するものであり、こ

のような研究方法の妥当性を確保するためには何らか指標化を考えておく必要があると

の示唆があった。ま，た、複数のケースの比較研究による方法だけでなく、一つのケース
をさらにインテンシブに行うことによっても今回の研究を一層意義′あるものとすること

ができるとの指摘もあった。

  以上の所見を総合レて、提出された論文は、執筆者が自立した研究者として研究を展
開していくことができる資格と能カがあることを確認するのに十分値するものと、審査委

員会全員の合意をえた。よって、本審査委員会は、本論文を博士（経営学）の学位授与
に値するものと判断した。


